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平成15年３月24日訓令第15号 

六ヶ所村建設工事等施行事務取扱要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、法令及び六ヶ所村財務規則（昭和60年規則第４号）に定めるもののほか、村に

おける建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。）、

建設関連業務（測量業務、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係コンサルタント業

務をいう。）及びその他の業務（以下「建設工事等」という。）の施行に関する事務の取扱いにつ

いて必要な事項を定めるものとする。 

（予算の執行） 

第２条 建設工事等の施行に伴う予算執行に係る事務については、建設工事を担当する課長及び事業

担当課長（以下「工事等担当課長」という。）が行うものとする。 

（指名業者の選定） 

第３条 工事等担当課長は、指名競争入札に付す場合又は随意契約による場合の指名業者の選定に当

たっては、六ヶ所村建設工事等指名業者選定要領（平成15年訓令第14号）に規定するところにより、

厳正かつ公正に行われなければならない。 

（予算執行伺） 

第４条 工事等担当課長は、設計図書についてその内容を審査調整し、予算額又は設計額に応じて、

予算（事業）執行伺（様式第１号）により決裁を得るものとする。 

（入札執行の依頼） 

第５条 工事等担当課長は、前条の規定により建設工事等を施行するに当たり、競争入札に付す場合

は、競争入札執行依頼書（様式第２号）により、財政課長へ依頼するものとする。なお、この場合

においては建設業法施行令（昭和31年政令第273号。以下「政令」という。）第６条第１項に定める

建設工事の見積期間等を考慮しなければならない。 

２ 前項の競争入札執行依頼書には、予算（事業）執行伺の写し、設計図書及び業者選定予定調書（様

式第３号）を添付するものとする。 

（随意契約の見積依頼） 

第６条 工事等担当課長は、前条の規定により建設工事等を施行するに当たり、随意契約による場合

は、見積依頼書（様式第４号）により、見積徴収を依頼するものとする。 

（指名業者等の適格審査） 

第７条 財政課長は第５条の規定により送付された指名業者予定調書に基づき指名業者選定の適格性

について審査するものとし、必要に応じて工事等担当課長と協議しなければならない。設計額が一

定基準を超える場合は、六ヶ所村建設工事及び建設関連業務の指名業者等選定規程（平成15年訓令

第６号）に規定する六ヶ所村業者指名審査会に対し指名審査を依頼するものとする。 

２ 前項の規定により指名審査が行われた後、財政課長は指名業者の決定について業者選定調書（様

式第５号）により決裁を得るものとする。 

（指名通知及び見積依頼） 

第８条 前条の規定による指名業者の決定後において、財政課長は競争入札執行に係る指名通知（様

式第６号）について、工事等担当課長と設計図書縦覧期間等協議の上、速やかに事務処理を行うも

のとする。 

２ 前項の場合において、当該建設工事等の見積期間は、建設業法第20条第４項及び政令第６条第１

項に定めるところにより、工事の規模、内容等に応じた期間を設定するものとする。 

（設計図書等の返却） 

第９条 財政課長は、前条の規定により指名通知を行った場合、工事等担当課長にその旨を通知する

とともに、設計図書を返却するものとする。 

（設計図書等の管理） 

第10条 工事等担当課長は、歩掛設計単価、設計金額、その他設計資料等について厳正管理に務め、

特に設計金額に係る機密の保持に留意するものとする。 

（設計図書等の縦覧） 

第11条 工事等担当課長は、入札指名通知又は見積依頼と同時に縦覧設計図書（図面、共通仕様書、

特記仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書）を縦覧場所において縦覧に供するもの
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とする。 

（指名業者名の公表） 

第12条 財政課長は、談合等の不正行為の防止策として、指名業者名を入札前非公表とし、落札者決

定後入札結果と併せ、開札（見積）一覧表（様式第７号）により指名業者名を公表するものとする。 

２ 前項の指名業者名の公表は、開札一覧表に入札執行年月日、入札執行者、工事（事業）番号、工

事（事業）名、施行場所、入札比較価格及び指名業者名等を記載し、所定の場所で閲覧に供して行

うものとする。 

（予定価格調書） 

第13条 村長は、予定価格調書（様式第８号）作成後、封印の上厳重に保管するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、建設工事又は測量業務、建設コンサルタント業務及び地質調査業務（以

下「建設関連業務」という。）、建設関連業務以外の業務、その他村長が必要と認めたものに係る

入札に限り、入札前に予定価格を公表した場合は、予定価格調書を封印しないことができる。 

（入札） 

第14条 財政課長は入札の執行に際しては、財政課及び工事等担当課の職員のうちから立会人２名以

上を指定するものとする。 

２ 入札執行者は、入札者が代理人により入札しようとするときは、入札前に委任状を提出させるも

のとする。 

３ 入札執行者は、入札時刻に遅れた者の入札を拒否するものとする。 

４ 不正の入札が行われるおそれがあると認めるときは、入札を中止し、又は入札期日の延期をする

ものとする。 

５ 入札回数を次のとおりとする。 

(１) 建設工事 １回 

(２) 建設関連業務 １回 

(３) その他の業務 ３回（ただし、３回目においても予定価格に達していない場合は、最低見積

り業者と随意契約の協議を行い落札者を決定するものとする。また、随意契約の協議の結果合意

しなかった場合は、当入札を不調とする。） 

（開札） 

第15条 入札執行者は、予定価格調書を封印の上、開札の際、開札場所に置くものとする。 

２ 入札執行者は、入札が完了したことを確認し、開札するものとする。この場合において、入札執

行者は、入札者の面前で開札する旨を告げるものとする。 

３ 入札執行者は、開札したときは、立会者にそれぞれの入札書の金額を明瞭に開札一覧表に記載さ

せ、その順位及び落札者を決定するものとする。 

４ 入札執行者は、前項の規定により落札者を決定したときは、その場において口頭でその旨を落札

者に通知するものとする。 

（入札結果の公表） 

第16条 財政課長は、入札執行後、開札一覧表により、入札者及び入札金額を公表するものとする。 

２ 前項の入札者名及び入札金額の公表は、所定の場所で閲覧に供して行うものとする。 

（契約の締結） 

第17条 財政課長は落札者が決定したときは、決定の日から７日以内に契約書を取り交わすとともに、

速やかにその旨を工事等担当課長に通知（様式第９号）するものとする。なお、随意契約による場

合は工事等担当課長が、契約を取り交わすものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、契約の締結について議会の議決を要する場合において、議会の同意を

得たときは、遅滞なく契約書を取り交わすものとする。 

３ 財政課長は、前項に規定する場合において必要があると認めるときは、議会の同意を得る前に、

第１項の期間内に前項の契約書に代えて、議会の同意があったときに契約の相手方に対する意思表

示により、本契約が締結される旨の仮契約書を取り交わすことができる。この場合において、当該

意思表示は書面により行うものとする。 

（土地物件の取得等） 

第18条 工事担当課長は、建設工事に関し必要な土地、その他の物件について、所有権、地上権、そ

の他の権利を取得し、又は質権、抵当権その他の権利を抹消した後でなければ当該工事を施行しな
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いものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合において、当該権利者から工事起工の同意、

承諾を得たときはこの限りでない。 

２ 工事施行により漁業権、水利権、鉱業権、その他の権利を侵害するおそれがある場合は、工事施

行前にあらかじめ当該権利者から工事起工の同意を得るものとする。 

３ 前項の規定により、用地等の権利を有する者から工事の起工に関し同意を得たときは、工事の請

負契約に係る仕様書に用地等の確保の時期等を明らかにするものとする。 

第19条 削除 

（完成届の通知） 

第20条 工事等担当課長は、事業が完成したとき、出来形、指定部分及び修補が完了したときは、完

成した日から５日以内に契約の相手方から完成届を提出させるものとする。ただし、契約書の作成

又は請書の提出を省略した建設工事等についてはこの限りでない。 

２ 工事等担当課長は、前項の完成届が提出されたときは、速やかに関係書類添付の上、財政課に通

知し、完了検査を依頼（様式第11号）するものとする。ただし、随意契約による場合についてはこ

の限りでない。 

（検査執行の通知） 

第21条 財政課長は、前条の通知があったときは、速やかに検査執行の日程を決め、検査執行通知書

（様式第12号）により、工事等担当課長に検査員職氏名、検査の日時、その他必要な事項を通知す

るものとする。ただし、随意契約による施行の場合についてはこの限りでない。 

２ 工事等担当課長は、前項の通知があった場合は、速やかに契約の相手方にこの旨を通知するもの

とする。 

（検査） 

第22条 検査の種類は、次の各号に掲げる検査の区分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

(１) 完成検査 工事等の完成を確認するための検査 

(２) 出来形検査 部分払を行う場合における当該部分の対象となる工事等の出来形部分、工事現

場に搬入した工事材料又は製造工場等にある工場製品を確認するための検査（この場合、契約の

相手方から出来形検査請求書（様式第13号）及び出来形内訳書（様式第14号）を提出させるもの

とする。） 

(３) 指定部分完了検査 工事等の完成に先だって引渡しを受けるべきことを指定した部分の完了

を確認するための検査 

(４) 修補完了検査 完成検査若しくは指定部分完了検査において修補を命じた工事又は請負契約

約款第31条の規定に基づき修補を請求した工事の修補部分の完了を確認するための検査 

２ 検査は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者（以下「検査職員」という。）が執

行するものとする。ただし、監督職員は、監督を命じられた建設工事等における検査職員を兼ねる

ことができない。 

(１) 競争入札による建設工事等の検査 財政課長又は財政課長から指名された者 

(２) 随意契約による建設工事等の検査 工事等担当課長又は工事等担当課長から指名された者 

３ 前項第１号の規定にかかわらず、財政課長は、特別な事情があるときは、工事等担当課長に検査

の執行を依頼することができる。同項第２号の規定は、この場合において準用する。 

（検査の実施） 

第23条 検査職員は、検査に当たり財務規則、検査事務規程及び工事施行管理基準並びにその他関係

法令に基づき、契約書、設計図書等（図面、共通仕様書、特記仕様書、現場説明書等）により次の

事項に留意して行うものとする。 

(１) 検査は、検査職員及び監督職員（工事等担当課職員）、契約の相手方の立会いのもとに行う

ものとする。 

(２) 検査職員は、公平で温和な態度で行うこと。 

(３) 工事関係者の業務に支障を与えないように努めること。 

(４) 正確な資料に基づいて行うこと。 

(５) 不正、不当な行為を発見したときは、その原因を十分に明らかにするようにする。 

(６) 検査に当たっての破壊は、必要最小限にすること。 

(７) 検査職員は、検査に当たっては、出来形管理図表に検査値、検査位置等を記入し、検査結果
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を記録するものとする。 

（検査調書等の作成） 

第24条 検査職員は、検査を完了したときはその結果を財務規則の定めるところにより検査調書を作

成し、六ヶ所村事務決裁規程（平成19年訓令第33号）に定めるところにより、決裁を得なければな

らない。 

２ 前項の検査に当たっての完成検査、指定部分完了及び修補完了検査で目的物が検査に合格しなか

った場合には、修補すべき事項を記載するものとする。 

３ 財政課長は、検査結果内容を検査結果通知書（様式第15号）により、工事担当課長及び契約の相

手方に通知するものとする。ただし、随意契約による施行の場合においては、工事等担当課長がこ

の事務を行うものとする。 

（引渡し） 

第25条 工事等担当課長は、建設工事等の完成検査が合格完了したときは、契約の相手方が提出した

引渡書により引渡しを受けるものとする。 

（協議事項） 

第26条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項については、関係課長において随時協議して定め

ていくものとする。 

附 則（平成28年３月31日訓令第10号） 

この要領は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日訓令第10号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年８月20日訓令第23号） 

この訓令は、令和３年９月１日から施行する。 

附 則（令和６年２月16日訓令第２号） 

この訓令は、公表の日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第５条第１項関係） 
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様式第３号（第５条第２項関係） 
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様式第４号（第６条関係） 
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様式第５号（第７条関係） 

 



10/18 

様式第６号（第８条第１項関係） 
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様式第７号（第12条第１項関係） 
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様式第８号（第13条関係） 
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様式第９号（第17条第１項関係） 
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様式第10号 削除 

様式第11号（第20条第２項関係） 
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様式第12号（第21条第１項関係） 
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様式第13号（第22条関係） 
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様式第14号（第22条関係） 
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様式第15号（第24条第３項関係） 

 


